
社会保障関係事業 

1,910,701 千円 

    （24.1%） 

特定財源 

684,024 千円 

  （35.8％） 一般財源 

1,226,677 千円 

（64.2%） 

一般財源のうち消費税引上げ分 

131,074 千円  （6.9%） 

その他の事業 

6,014,771 千円 

（75.9%） 

平成 27 年度決算における地方消費税交付金のうち、消費税引上げ分の社会保障関係施策に要する経費への充当状況をお知らせします。 

 【地方消費税交付金 303,237 千円 うち消費税引き上げ上げ分 131,074 千円】 

 

平成 27 年度決算における歳出総額 7,925,472 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉・児童福祉・老人福祉などの社会保障施策関係事業は、歳出全体の 24.1%にあたる 1,910,701 千円となりました。 

社会保障関係の財源内訳は、国や県からの補助金などの特定財源が 35.8%で 684,024 千円となり、残り 64.2%の 1,226,677 千円は町の負担による一般財源と

なります。 

地方消費税交付金の消費税率引上げ分の 131,074 千円は、この社会保障関係事業の一般財源として使われています。社会保障関係事業の 6.9%にあたります。 

 

［社会保障関係事業の主な事業と事業費］ 

子ども子育て ：保育所運営 183,789 千円、幼稚園運営 160,938 千円 

医 療：国民健康保険事業 196,267 千円、後期高齢者医療保険事業 255,815 千円 

介護高齢者福祉 ：介護保険事業 274,850 千円、老人福祉施設入所措置事業 18,823 千円 

障 害 者 福 祉 ：障がい者自立支援事業 191,830 千円、重度障がい者支援事業 33,775 千円 


